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1 .はじめに
本研究は，1960年代以降における住宅の安全性が向上
しているか否かの実態を調べるために，住宅内で発生し
た不慮の事故による死亡者数の年々の変化を分析したも
のである。
人類はいのちと生活を守る空間として住宅をつくり1)
その安全化のための努力を重ね，いくつかの大きな成果
をあげてきた。しかし，後述するように1960年代以降を
とってみれば.住宅外で発生した不!替の事故の死亡者，
(交通事故死を除<)は大幅に減少しているが.住宅内で
発生した不慮の事政の死亡者は若干の地加がみられるほ
どであり，住宅安全の問題は依然として未解決である。
住宅安全の問題については，安全化している側面もある。
しかし.住宅内の転倒ギ故.階段での転f喜事故や溺死事
故はI削Hしており.このような住宅が危険している側面
に泊目する必要がある。戦後.住宅のっくり方は著しく
変化したが，その住宅のっくり万そのものの中に住宅を
危険化する要因や甘さ許があると考えられるので，それを
具体的に解明することが求められている。
また，住宅の安全計両は{主肘学の本質的.*起の一つで
あるが，住宅内で発生する災害は，住宅内で人間が住生
活を公むことから生じる現象であり，住まい1Jとそれを
規定する生活空間の両側面について研究する必裂があり，
そうすることによって，住宅安全員十画は生活科学として
の住民学にふさわしい課題になりうるであろう。
きて，ニのような住宅安全計画に関する従来の研究は
少なくはないが，その大部分1;1力学的安全性(耐震工学・
耐風工学など)や耐火性に|刻するものであり，これらにつ
いては一定の研究蓄積がある?ただし，住宅の大半を l~
める木造住宅については，それにふさわしい研究が行わ
れている とは言えない。
一方， 床耐での転倒事故.階段て・の転/品，ベランダや
窓からの墜泌やガス中毒などのような，住宅内で生活し
ている際， 日常的に発生する災害については，問題の重要
(1) 
性に比べてはるかに少ない研究しか行なわれていないが，
その中で最も体系的で貴重な成来をあげているもの1;，
直井や宇野らの「建築物の日常災害に関する研究2)Jであ
り，日常災害に関する研究の到達点の慨要もここに示さ
れている。 外国における研究の実情の一端1;1，前記の直
井・宇野らの論文やE. Grandjean著[住居と人間J4) な
どによって伺い知る ことができる。また，国内における
研究と しては， このほかに，i住宅の 日常・安全性能の評価
法に関する研究ω」ゃ厚生省の人口動態統計を分析した
研究臼などがあり，それぞれ貴重な成来をあげている。
このような従来の研究によって.住宅災害の実態は一
定に解明されており，住宅内事故の磁~(やその発生頻度
などが日月らかにされている。また，事故に関係する建築
部位や設備のl'l~故防止対策が研究されており，手すリの
規格などが定められている。人1m工'字的なl耐から設J十周
人IH象を与-1，&した事故防止対策の研究も， その種の研究
であ り貴重な成栄をあげている。
きて，住宅安全J十刷1;，次のような柱から構成される
と与えられる。
第 lは，住宅の構法や往築部{立の設計に|制するもので
ある。すなわち，ベランダや窓からの墜孫を I~jj11こするた
めにどのような手すりをつけるべきか.ガス中毒を防止
するために換気tをどのように確保するのかなどである。
また，住宅災害の背祭となっている住宅のっくり方を検
討し.今後の住宅づくりをどうすべきかといった問題も
この第 lの伎の内容である。
第 2の柱は，安全を確保するために どのような住まい
方をすべきか，すなわち，住宅の安全管湾の内容とその
実践方式である。子供の安全教育.ベランダの使い万，
老人の寝室をどこにするか， r主:i}:論の生活実践化12)など
がその例である。
*J~文は. この前i1íの住を検討するにあたっての法礎
的資料を得るための研究であり， 1958年から1977年の問
に住宅災害がどのように変化したかを.厚生省の人LI動
態統計を分析することによって明らかにすることを主な
梓星.
→ー
り，住宅で発生した不慮の事故と住宅以外の場所で
発生したものを分けることができることである。なお
この家庭という項目には，住宅の敷地内の庭閏や池や家
庭専用の歩道・自動車道やガレージも含まれている。第
3に，住宅内(家庭内)で発生した不慮、の事故の細分類ご
とに年令lJlJの内訳も集計されていることである。ただし，
この統計では残念ながら家庭内のどの箇所(たとえば浴
室か台所か)で事故が発生したかは集計されていない。
居住
目的としている。この研究は，次の段階て1住宅災害の
変化と住宅のつくリ方の変化との関係を調べる研究につ
ないでゆくことを意図している。本論文では，そのほか
に，老人や乳幼児にとって住宅安全の問題は一層重要な
問題であることを，住宅内事故による死亡率の年却の変
化を分析することによって明らかにしている。
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3. 1960年代・ 70年代の住宅内事故の変遷
厚生省の人口動態統計6)によれば，住宅外で発生した
不慮の事故13)による死亡者数(交通事故を除<)は， 1958 
年から1977年の間に15，093人から9，184人へとカ隔に減少
したのに対して，住宅内で発生した不慮の事故の死亡者
14) lJ:， 同じ期間の聞に6，238人から6，535人へと若干な
がら増加しているl5}このニとは住宅安全の問題が依然と
して未解決であることを示している。戦後，住宅のつく
リ方が著しく変化したという背景のもとで，住宅の安全
性には向上した面(安全化傾向)と減退した面(危険化傾向)
本研究でIJ:，戦後の住宅のっくり方の変化に伴って住
宅の安全.性がどう変化してきたかを調べるために必要な
作業のーっとして，住宅内事故による死亡者が年々どの
ように変遷してきたかを，厚生省の人口動態統計引を用
いて明らかにする。この人口動態統計が研究目的からみ
て有用な資料である理由は，第1に，交通事故以外の不
慮の事故死について，その死因を詳細に分類して調べて
いる全数統計であることそ第2に， 1958年からであるが
死亡事故の発生した場所副ごとに集計されており，その
場所の分類項目の一つに，家庭{家屋敷およびすべての
住宅(集団収答施設でないもの)を含む}という項目があ
2.研究の方法
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袋一 3・1 住宅内における不慮、の事故の事故種別の説明
.飲種別 内 容
備考(死因統計分頬の記号)楽
1968-67年 1968-77年
総 数 天災を除く不.の恵故
(E87か-986の和) (E860-929の和)
からE984を除いた色の からE908を除いたもの
事王 倒 ;r. 1) ~プ、つまづきによる同一面上での転倒 E908 E886 
階段での伝落 階段からの墜蕗または上での伝倒 E900 E880 
高所からの墜鷲 その他の高所よりの鐘落(階段、 1;l.I..Cb喝の墜落を除<) E902 ー
建物からの墜落 建物またはその他の建造物からの墜落 E 882 
火災・爆発 火および可燃物の傷発 E 9 16 ー
火 災 火災および火焔による不a置の・紋 E890-899の和
溺死(含レクリ中) 不a置の溺死および湯水{レクリエション中を含む) E 929 E910 
溺死(除レタリ中) 同上〈レクリ.z~......ン中以外または鉾細不明〉
ガス中毒 ガスおよび蒸気による存.の中膏
やけど .偽物体などによる不慮の.故
米 文献7)華客照
がある。それらの内容を共体的に解明するこ とがこの節
の課題である。
図-3.1と3.21;1.，住宅内における不自主の事故による
死亡者の変化を，人口動態を用いて図示したものであり
縦軸は人口10万人あたりの死亡者である。横紬1;.， 1958 
年からとってあるが.これは1957年以前には住宅内災}t}
だけを取リ出した集計が主されておらず，工場などにお
ける事故なども含んだ集計しかなされていないためであ
る。このことについては，本;白文の「第2節研究の方法」
で既述した。 図-3.1-3.2に示した事故の内訳は.人口
動態統計の分類を用いているが，その意味する内容は，
表3.1に示すとおりである。また，人口動態統計の死因
統計分類は，1958-67年と1968-77年では異なるので¥
l両期聞の値を単純に比較することはできないが分頬がど
の程度異なるかを感覚的に表現して，図3.1の中に示し
ておいたが，詳細は文献9)を参照されたい。従って図-
3.1-3.2から事故種別ごとにその変遷をみる場合には，
まず1958-67年について死亡率の増減を観察し，次に.
1968年-77年について観察し，頭の中で両期間の増減に
ついて考察すればよい@
さて，前おきが長くなりすぎたが，図-3.1-3.2か
ら危険化と安全化の傾向を鋭察すると次のようなことが
わかる。
危険fじの傾向……①同一面上での転倒，②階段での転
落.③溺死
機Ii'いの傾向……①iCS所からの墜洛および建物からの
墜核
安全化の傾向・…・①議，g，yE，②やけど
その他の傾向……①火災.②ガス中毒
(3) 
E910.9 
(E890→96の和) ( E870-877の和)
からE891を除いた色の からE878を除いたもの
E 9 17 E924 
危険化の傾向の第lは，同一面上での転倒であるが，
その原因は.床材が柔か くてすべり にくい木材から，固
くてすべワやすい化学タイルやリノリウムに変化L，R 
C造住宅の期加によって床が箇くなったためである。そ
のほかにも，最近の住宅は段差が多くなっていること，
起居様式のうちイス座式が培加 し i羊聞やDKが普及し
板張りの床が増加したこと7'イ/レ帰リ浴室の普及，ガ
ラス戸の普及.集合住宅の増加による固い廊下での転倒
事故の増加などが指嫡されている。
第2の階段での転落事故の増加1;1.，住宅の高層化や，
狭い敷地いっぱいに2階建の狭小過密住宅が建てられ，
そのしわょせが階段にきて狭くて急勾配となっているた
めである.
第3は，溺死であるが，乳幼児(0-4オ)と老人 (65
オ以上)で 8御l以上を占めており， このことは他の事故
にも共通 しているが，高令化 ・核家族化の中で事態はよ
り一層深刻化しつつある。
機ぱいの傾向にある「建物からの墜落」については，全
国で年間500-600人の死者が発生している。中高層住宅
のベランダや2患の手すりの略落防止対策がすすめられ，
その効果も大であるiO}しかし.狭い集合住宅て・はベラン
ダにまで物がはみ出し，子供がその上に来って遊んでい
るうちに手すりを越えて墜落する事故があとをたたず，
ベランダの安全管理について詳細に研究して対策を講ず
る必要があるニとを示している。
ガス中毒4f.占lc1;. ， 1960年代に念、均したが，1970年代に
は対策が進められ.かなり減少している。ガス中毒事故
が急1判したのは，郷市ガスが普及したと いう条件と住宅
のRC進化(中肉層住宅集会など)やアルミサッシの普及
.。
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居住
によって.住宅が父宮ifじされにも関らず換気を確保しな
かったという 条件に加えて.気密化した住宅の中で燃焼
ガスを室内に排気する燃焼苦手具(練炭火C;fち.ガスストー
プ，trス湯沸器.ガスこんろ，trス風呂釜)が使用される
という条件が重なったためである。 1970年代にl:t，換気
対策やガス器具対策が行なわれ，大きな効"*をあげたが，
今でも年間約400人の死者が発生しており，依然と して重
大な問題であることを示しているiH
火災によ る死者についても，1960年代は;忽憎したが.
1970年代には少しづっ減少しは じめた。;急対1の背景とし
ては.新主建主材の普及や住宅の高層化によつて媛による窒
怠
したことが考えらtれLる。火災による死者の半数は， 65オ
以上の老人であるが.老人の火災による死亡率(十万人 ・
あたリ )は，1970年代に入ってから減少しており，1970年
の約11から1977年の約?となっており，寝たきり老人対
策やふとんの雛燃化対策が一定の効果をもたらし始めて
いる と与えられるが.死者数はまだまだ多 〈予断を許さ
ー196-
全年令
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図-4・2
年令別の死亡率の変遷
(家庭内における不慮の事故死)
濁亮{除レヲリ中}
乳幼児の家庭内事故死
。'・511
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乳幼児の安全管理が一定の効果をあげていることを示し
ている。
次に，老人の死亡率であるが， 1960年代にそれが大幅
に場1mした理由は，図-4.3からもわかるように，火災，
同一面上て・の転倒.溺9Eが念、1脅したためである。1970年
代になると，火災が大幅に減少し会体の死亡率を引き下
げる役測を来しているので.この教訓|を探リ出し，さ ら
(4) 
4.老人と事L幼児の住宅内事故の変遷
人口動態統計よリ.家庭内における不慮の事故死の総
数(表ー 3.1 参照)について，年令~Ijにこの 20年間の変化
をみる と図-4.1のようになる。この図から，65オ以上
の老人の死亡率が最も高<. 5 -64才の死亡率の20倍弱
にものぼリ，次いで0-4オの乳幼児の死亡怒が高いこ
とがl明白にわかる。このことは，住宅安全という観点に
たてば.老人と乳幼児を念頭において住宅をつくる必要
や.安全管理をする必要があることを示している。ただ
い 5 -64オの死亡率は相対的に低いが. 5 -64オの年
令の人口は老人や乳幼児の十倍あって，死者の絶対数で
li，老人の半分で.乳幼児とほぼ同じであるので軽視で
きない。
きて.図-4.1からは老人の死亡率は， 1960年代に急
増したが，1970年からは減少しはじめたこと，乳幼児の
死亡埠H:t-1'tして急減しつつあるこ と， 5 -64オの年令
の死亡率はほんのわずかではあるが減少傾向にあること
がわかる。
上認の現象の背景を与察するために.まず.乳幼児に
ついて.事故穂別ごとの(表-3.1参照)死亡率の変遷を
みたものが図-4.2であるが，この図から次のことがわ
かる。すなわち，死亡率の減少に若手与しているらのは，
機械的受息死，食物による窒息死，火災死，やけどによ
る死亡の大幅な減少である。このように乳幼児の事故死
は，話i'jirEを除いてほとんどの事故粍別で減少して必り.
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図-4・3 ，l;人(65オ以上)の家庭内事故死
に商ilill.させるためにどのような対策が必安かを! ~体的に
解明することは積袋なぷ題である。同一凶j1:での転倒事
故は1970年代に入っ・て t1¥'1加しつづけているが.その背
景は第 3 節に述べたとおりである。なお， 食物による~
息.91:が少し1¥'11mしていること，溺y(，階段からの転五五.
il物からの晩t弘やけどなどがーli'Jに減少していないこ
とは.老人の安全化;l'.t策が全体として進んでいないこと
を不しており.その背景を只.体的に解明することが求め
らiLている。
なお，図にはぶしていないが， 5 -64.-f-のll1の特徴は
-$に安全fヒ傾向(1970年代のガス中毒， 1960年代の高所
からのC1:i五)があるだけで，他は危険化しているか. また
はlYtぱいであることである。
なJ五， l人(6H以上)や乳幼児 0-4オlCi， 5 -64 
オの 1-分のーの人1しかないが，死者一の絶対数では5-
64...tをI:lUIるものをあげると.老人に多い・J_;:散は.ドi] -
I爾ヒでの転倒.火災.食物による窒息，溺9E，階段での
転治があげられる 乳幼児の多い'f;放は，溺死，機械的
;雫μ.やけどであるF
5.あとがき
小'11命文では1958-7711:の住吉内事故の変i墜を分析し，
ft 'B災万の実態の解明の-~として ， ~ 1に住宅の安全
化・危険化の傾向をJL体的に摘.'Iiし.第 2に，l;人と:fL幼
児にとってどの"の 'I~故対策が重姿であるかを解明した
今後のIilD'e.'lll1!1としては.第 1i痛で述べた住宅安全;十
11[1]の 2本の村に沿って.次のようなむのが々えられる
1 ) f主'包災'，'ï:の~J::態を解明するために，①1957年以前の
人口動態統計， 1下H~健I;)f.J司炎，怠.tí-調1tの資料を分析す
ること，②紋:~f.統計ーや斬I1fl ;1e -s五などを月]も、て， 住宅内の
(5 ) 
どの箇所で事故が発生しているか，酒酔日専の'l~放. 住宅
内でどのような物にぶつかって怪我をしているか.ガラ
ス・I~b'i などについて解明する。
2 )実態調貨から得られた住宅の安全化 ・危険化傾向の
それぞれについて.その要因や背万:を解明するが，その
際に，t主毛のっく り方の変化や事故対策の効果との関係
で検討することは極めて重要である。
3) f主古内の安全信rllllの実態を請~1正 し， 安全'1'ì:y型の内y
と }j法について研究する。当面の~~題の 4つとして， 中
，:'~IM~ 1〒住毛におけるベランダの1~\ 、 Ji と安全信;:.f'J!. につ
いての実態凋査を，11'画している。
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Summary 
In this pa開rs，we examined the incr鎚 singand decreasing of the numbers of deaths which caused by home aα1・
dents from 1958th to 1977th year. 
There are two tendencies on the saf，巴tyof dwelling houses. One of them is the danger tendencies， which me剖 S
that the mortality nurnbers according to caUse of"剖Ion same level "，"fal on or from stairs or steps"，剖d“accidental
drowing如 dsubmerison " increased year by y回r.The other is the姐 fetytendencies which means出atthe mo比a11ty
numbers according to cause of " accidental mechanical suffocation " and " accidental burn or scald " decreased year by 
year. 
Secondarily we discuぉedthe safety of the old age and that of children from zero to 4 years old. Because their 
mortality rates per 1∞α)() population are very higher than that of 5 to 64 years old問ople.The mortality rates of the 
old increased in the nineteen.sixties， but that became to decrease in the nineteen-seventies. The mortality rates of 
children are going to decrease since the nineteen-sixties. The above mentioned shows that the houses are to be built 
in consideration of the safety for the old men釦 dchildren. 
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